　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年１２月２８日
　会　員　各　位　

北海道行政書士会　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務企画部長　北村　資暁
建設業法関係政省令・告示の改正（11月10日交付及び施行）について
（電気通信工事施工管理に係る技術検定の新設その他）

会員各位におかれましては、日頃より北海道行政書士会の会務運営にご協力頂きまして誠にありがとうございます。
この度、表記の件につきまして、北海道建設部建設政策局建設管理課より、「電気通信工事施工管理に係る技術検定の新設その他」についてのPDFによる資料提供を受けましたので、本書面にて概要説明の上、本会ホームページにPDF資料を掲示することと致しました。会員各位におかれましては、本会ホームページよりダウンロードして頂き、詳細をご確認の上、業務の際にご活用ください。
記
①「電気通信工事施工管理に係る技術検定の新設」

電気通信工事施工管理に係る技術検定を新設し、受検資格等について以下のとおり定める。

・受検資格：施工管理に係る他の技術検定と同一

・試験科目（１級・２級）：（学科）電気通信工学等・施工管理法・法規 （実地）施工管理法

・受験手数料：１級（学科・実地）各13,000円 ２級（学科・実地）各6,500円

 ・合格者の取扱い：（１級合格者）電気通信工事業における主任技術者・監理技術者 等

（２級合格者）電気通信工事業における主任技術者 等
②「建築施工管理に係る２級の技術検定の学科試験の種別廃止」

建築施工管理に係る２級の技術検定のうち、学科試験については、平成３０年度より、種別を廃止して共通試験として実施する。
③「登録基幹技能者講習を修了した者の主任技術者等の要件への認定」

登録基幹技能者講習を修了した者のうち、許可を受けようとする建設業の種類に応じ、国土交通大臣が認めるものについては、主任技術者等の要件を満たすものとする（ 別途告示を制定する予定）。
④「その他（建設業許可事務ガイドラインの改正等）」

建設業許可事務ガイドラインのうち、下記の点が変更になった。

１「とび・土工・コンクリート工事」について、別表１［建設工事の例示］の「イ」が「とび工事、　ひき工事、足場等仮設工事、重量物のクレーン等による揚重運搬配置工事、鉄骨組立て工事、コンクリートブロック据付け工事」へ改正となった。
２「電気通信工事」について、本文［第２条関係　２．許可業種区分の考え方について　(18)電気通信工事］の「①情報制御設備工事にはコンピューター等の情報処理設備の設置工事も含まれる。」を削除した。
３「電気通信工事」について、別表１［建設工事の例示］が「有線電気通信設備工事、無線電気通信設備工事、データ通信設備工事、情報処理設備工事、情報収集設備工事、情報表示設備工事、放送機械設備工事、ＴＶ電波障害防除設備工事」へ改正となった。
以上
